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私たちスルガ銀行（グループ）は、環境変化に適合し、お客
さまと社会の期待に応え続けるため、さらなる経営インフラの充
実と、より良い企業文化の形成を目的とした「Our Philosophy」
（私たちの価値観）を定義し、企業としての目指すべき方向性
を明確化しています。
スルガ銀行のミッション（使命）は、お客さまの〈夢をかたちに〉

する、〈夢に日付を〉いれるお手伝いをすることであります。
また、当社が社会に果たすべき役割と存在理由は、お客さまの
より確かな未来を描き添えるサポートをすることであり、これら
のテーマの達成を成長のひとつの尺度とした経営を行って
います。
そして、2015年の当社像を明らかにした長期経営ビジョン

「Aim15」は、「Our Philosophy」に示された事柄を実現する
ための目標であり、それを実行に移すための計画として位置
づけています。その第1フェーズ（段階）の3年では、「コンシェ
ルジュバンク」を目指して価値観・ビジョンの共有を図り、お客
さま満足を実現してきました。

これからの第2フェーズでは、
●組織力の強化とガバナンス体制の深化を目指した
『組織経営の整備』
●独自性のある戦略構築を目指した
『ビジネスデザインの深化』
●マーケティングの強化や2つのCRM（顧客情報管理シ
ステム・自動審査システム）の高度化などを目指した
『無形資産の構築』

への取り組みを強化し、組織と事業の両面から経営の高度化
に努めていきます。そして、銀行の基本機能としてのサービス
により最高のお客さま満足をご提供する「コンシェルジュバ
ンク」をさらに進化させ、金融分野全般を熟知したうえで一人
ひとりのお客さまの立場を的確に把握し、長期的な視点で最
適なサービスをご提供していきます。

私たちの価値観

Our Philosophyの体系

上位理念

中位理念

下位理念

企業思想

企業理念

経営理念
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挑戦者たちの隊列
私たち人間は「社会」を「価値ある社会」にするために、

挑戦を繰り返してきた。
「価値ある社会」とは、私たちが希求する様々な幸福への行動を

優しく包み込み、支援する社会に違いない。
それは、「お互いさま」という原理と「おかげさま」という感謝を

自然に身につけた社会なのであろう。

さて、企業とは、
人々の希求する幸福のどれか一つをテーマに選択し、
それに応えようとする、まさに社会的システムなのである。

スルガ銀行は、
「ライフアンドビジネスコンシェルジュとして

〈夢をかたちに〉する、〈夢に日付を〉いれるお手伝い」を
テーマに選択した専門集団である。

ここに集う私たちもまた、
そのミッションに共感し、参画したのである。

つまり、私たちはミッションの実現への参画を幸福、
喜びと感ずる者たちなのである。

私たちの住む社会は、
「お互いさま」と「おかげさま」の美しいハーモニーによって、

さらに素晴らしいメロディを奏でる。
スルガ銀行に集う私たちは、「お互いさま」の一員であり、

「おかげさま」の一員である。
スルガ銀行もまた同様である。

私たちは、こういった心を
「ミッションの実現に向けての情熱」に添えて

「価値ある社会」を創る挑戦者たちの隊列に加わるものである。

ミッション：私たちの使命
ライフアンドビジネスコンシェルジュとして
〈夢をかたちに〉する、〈夢に日付を〉いれる
お手伝い

ターゲット：目標
1.いつの時代にも社会から不可欠の存在として
高く評価される企業

2.各ステークホルダーとの厚い信頼が
成長のエネルギーとなる企業

3.プロフェッショナルの観点から、お客さまの期待を
超えた良質のサービスを提供し続ける企業

4.高い変化対応力を持つと共に、潮流を先取し、
時代を創りだす企業

5.広く世界からミッションを共有したいと考える
有能な人材が集う企業

スタイル：企業活動の姿勢
All-out Quality ........... 一級による最良の探求
All-out Uniqueness .....「差」より「違い」の創造
All-out Openness ........ 親しさと自由闊達の享受

モデル：成長のあり方
●価値交換システムとしての成長
●使命型企業としての成長
●地域・人・社会を原点とした成長

ポリシー：普遍的な経営方針
目的を追求する経営

お客さまに直結し、最高のサービスによって
価値を高める経営

自主独立の意義を貫く経営

未来を描き、そこに到達しようとする経営

人を愛し、人間らしさを大切にする経営

成長のための変革に挑む経営

知性と感性に彩られる経営

広く有用な資源を集め、活用する経営

本質に迫り、より精鋭的に、より簡潔に
あろうとする経営

他を圧倒するスピーディな行動と、
それを可能とする経営

社員のモラールと活力を高める経営

使命と貢献を共有する人々と、喜びを分かち合う経営

強い財務体質を堅守する経営

限りなく透明性と納得性を高める経営

遵法を超える正しさに沿う経営

コンディション：経営における条件
●Our Philosophy の共有と反映
●成長を支援する良質な企業文化の維持
●柔軟なクオンティティと確固たるクオリティの徹底

企 業思想 企業理念 経営理念



6

品質経営
「お客さま本位の経営」を追求する当社は、『お客さまの声』
を経営に生かし、期待を超えた良質なサービスをご提供するた
め、お客さまのご意見やご要望、また商品やサービスのベンチ
マーキングで得た貴重な情報を、経営資源として有効活用させ
ていただいています。

こうした情報は、厳密なセキュリティ管理体制のもと、経営品
質の向上に役立てるために、戦略策定や経営層意思決定の場
においても活用され、BSC（バランスト・スコアカード）などの導
入によって、具体化する各部署・各社員の行動・成果に結びつ
く仕組みを構築しています。そして、皆さまのご意見やご要望
にお応えしていくことにより、お客さまとのより良い信頼関係を
構築しています。

品質経営と環境経営の実践

お客さまの声を把握し、活用する仕組み

お  お お 客    客 客 さ    さ さ ま  

各担当部署

営業企画 キャスティングティングテ システム

コンシェルジュ・コミッティ
（全社的な仕組みの
改善を検討・実施）

コンシェルジュ・
コミッティ事務局ティ事務局テ

営業店サポート

カスタマー
サービス

お客さま
相談センター

営業店・ハウジングローンセンター・・
ビジネスバンク・ダイレクトバンクク・ダイレクトバンクク ・ク・ク

アクセスセンター
各種アンケート・調査

お客さまの声

経営情報の把握と分析 戦略策定・意志決定 レビュー

経営情報の把握

その他経営情報
ベンチマーキング

アンケート
ビジョン＝Aim Aim ＝Aim ＝Aim 1m 1m 5151

お
客
さ
ま
相
談
セ
ン
タ
ー

に
よ
る
一
元
把
握

全全
　
社

全
　
社

お客さまの声

社内情報

事業環境
競合比較

　　

　　

　　

　 ）　

　　

価値観＝
Our Philosophy

経営層の
意志決定と
戦略策定

日本経営品質賞

アセスメント基準

レビュー情報
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環境経営
「環境経営」とは環境への取り組みと事業経営の一体化を
目指すものです。長期経営ビジョン「Aim15」の第2フェーズで
は、事業経営に並ぶもう一つの経営の柱として、『CSR（社会
的責任経営）の視点に立った環境経営』を重視し、経営品質を
高めていきます。
具体的にはこれまで、「法規制遵守（法規制）」について、
事業者の責務として環境負荷軽減に貢献し、「環境保全（自主
活動・生産性）」について、環境に関する各種の法律に沿い、

積極的で自主的な取り組みを展開してきました。そしてこれか
らは、「環境経営（循環型社会の形成）」として、法人のお客さ
まとのオンライン取引の促進による、取引先のペーパーレス化
促進と業務に関わるコストダウンの実現や、富士山の環境保全
ボランティア活動、地域での環境セミナーの開催などの活動に
積極的に取り組んでいきます。
当社はCSRの観点から「地域社会の持続的な発展」を目指
して、直接的、間接的にバックアップする環境経営を最重要課
題の一つとして地道に実践していきます。

社会的正義を重んじる経営

Our Philosophy　ポリシーy

『遵法を越える正しさに沿う経営』

倫理観 説明責任

社会的責任コーポレート
ガバナンス

情報開示

コンプライアンスコンプライアンスコンプライアンス

透明性

公正性

法規制

規制遵守型から環境経営に焦点

自主活動・
生産性

・・ 循環型社会
の形成の形成

環境経営の推進
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今後の事業展開
中長期的な視点で見ると、国内の雇用情勢と収入格差の変
動や高齢化社会の到来が近づくにつれて、こうした環境のな
かにおけるお客さまのニーズはお金を通じた取引から、さらに
一歩踏み込んだ金融サービス以外の相談に広がっていくもの
と捉えています。
当社は信頼できるパートナーとして、非金融サービスとの
ネットワーク（アライアンス）を拡大・活用し、コンサルティング・
相談・仲介など付加価値のあるサービスをご提供し、お客さまの
本質的な問題解決をともに図れる存在になることを目指してい
ます。その実現に向けて、

ビジネスデザイン

企
業
思
想

企
業
理
念

経
営
理
念

提案力 スピード 企画力

Our Philosophy

企業文化

コンシェルジュバンク

スルガ銀行の優位性を支える3る3る つの企業能力3
コンシェルジュバンクの進化

過去の延長線上

お客さま本位の経営
品質経営
環境経営

2つの2 CRMの

個人マーケットへの積極的な取り組み

イフ＆ビジネス
コンシェルジュ

3つの3
市場

××
5つの5
コア事業

新しい
取り組み

スルガ銀行の持続的な競争力の源泉
当社が持つ、競争優位性を維持するための企業能力は、

『Our Philosophy』に基づいた企業文化から生まれる『提案
力』、『スピード』、『企画力』にあります。金融業界の常識にとら
われない、付加価値の高い魅力的な商品や時代を先取りした
良質なサービスを皆さまにご提供し続け、市場における差別化
と優位性を確立してきました。
今後、金融業界の規制緩和などで拡大する周辺ビジネスの

開拓を積極的に展開していくため、人員、設備、資金など経営
資源の最適な配分と積極的なアライアンス戦略により、さらに
幅広い市場拡大を目指します。



津・湘南

ュニティバンク

主 要 な お 客さまと 市 場 住宅ローン事業

フリーローン事業

クレジットカード事業

資産運用サポート事業

スモール・ミドル法人事業

ネーションワイドな展開

ダイレクトバンク

首都圏

パーソナルバンク
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1. コンシェルジュとしてお客さまの『不安、不満を解消』する。
2.『長期的な視点』で最適な商品・サービスをご提供する。
3.『価値』を認めて選んでいただける企業となる。
という3つの基本コンセプトを掲げ、お客さまの立場にたち、心
のこもったホスピタリティ・マインドをもって商品・サービスをご提
供していきます。
こうしたコンセプトに基づくビジネスデザインは、
○日本の市場全体をカバーする「ダイレクトバンク」
○首都圏を中心とする「パーソナルバンク」
○当社の本拠地である沼津・湘南・静岡エリアでの「コミュニ
ティバンク」

を主な市場として展開していきます。

そのコア事業は、現在の強みである住宅ローン事業をさらに
伸ばしていくとともに、今後有望な市場であり、収益も見込め
る事業として、フリーローン事業、クレジットカード事業、資産運
用サポート事業、スモール・ミドル法人事業を含め5つの事業を
重点的に展開していきます。
さらに時代や社会の変化に伴い、新しい層のお客さまが現

れてくることを見据えた、新市場へのニーズに適応する商品・
サービスの開発にも積極的に取り組んでいきます。
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コーポレートガバナンス

基本的な考え方
当社では、経営戦略のスピード化と明確化を図るために、
より実効性のあるコーポレートガバナンスの構築を重要課題
として、「コンプライアンス」、「ディスクロージャー（情報開示）」、
「アカウンタビリティ（説明責任）」、「リスクマネジメント」の
充実により、お客さまや株主さまをはじめとするステークホル
ダー重視の経営に努めてきました。
これらの実践を通じて、“良識”や“見識”を当社グループ
全員が備えるとともに、「企業は、収益をあげるためだけに
存在するのではなく、社会的使命を果たす存在でもある」と
いう考え方から『遵法を超える正しさに沿う経営』の醸成に
向けて取り組んでいます。

具体的な強化策
これまで、経営における監督と執行の区分を明確にする
ため、執行役員制度、社外取締役制度などを同業他社に先
駆けて積極的に導入してきました。また、統合リスク委員会
を各種リスク委員会の上部機関として位置付け、金融機関
として当社が抱える広範かつ複雑なリスクを適切にコント
ロールするなど、資本効率の向上を図るための体制を整備
しています。

これからのコーポレートガバナンス態勢の充実にあたって
は、コンプライアンス態勢の完全定着と高度化を徹底すると
ともに、市場の変化に迅速かつ的確に対応、総合的にリス
クを管理し、経営に生かす体制をさらに強化することで、
ブランドイメージの向上と企業価値の向上を目指します。

監査役制度
当社は監査役制度を採用していますが、本部組織から独
立した部門として「内部監査部」を設置し、内部管理体制の
さらなる強化を図っています。
各種委員会につきましては、コンシェルジュ・コミッティ、
アドバイザリー・コミッティ、業務改善委員会、コンプライ
アンス委員会、危機管理委員会、統合リスク管理委員会、信
用リスク委員会、事務リスク委員会、システムリスク委員会を
設置し、経営の高度化とリスク管理体制の強化に努めて
います。
会計監査につきましては、新日本監査法人と監査契約を
締結し、法令に従い適時適切に実施されています。また、顧
問弁護士につきましては、複数名と顧問契約を締結し、経営
上の法律相談など、必要に応じてアドバイスを受ける体制を
整備しています。

取締役・監査役
代表取締役社長兼CEO...................................... 岡野　光喜
代表取締役副社長兼COO ................................. 岡野喜之助
代表取締役専務兼CFO...................................... 乾　　精治
常務取締役 ........................................................... 星野　俊樹
取締役 ................................................................... 内山　義郎
取締役 ................................................................... 稲葉　常宏
取締役 ................................................................... 土屋　隆司
取締役 ................................................................... 田村　達也
取締役 ................................................................... 矢作　恒雄
取締役 ................................................................... 成毛　　眞
常勤監査役 ........................................................... 大岩　正隆
常勤監査役 ........................................................... 櫻本　安史
監査役 ................................................................... 望月　保身
監査役 ................................................................... 奥本英一朗

執行役員
執行役員常務 ....................................................... 高畑　幸男
執行役員常務 ....................................................... 伊藤　　徹
執行役員常務 ....................................................... 野村喜八郎
執行役員常務 ....................................................... 増田　清和
執行役員常務 ....................................................... 望月　和也
執行役員常務 ....................................................... 岡崎　吉弘
執行役員常務 ....................................................... 麻生　治雄
執行役員 ............................................................... 窪園　壽久
執行役員 ............................................................... 森　　延夫
執行役員 ............................................................... 青木　孝弘
執行役員 ............................................................... 澤西　隆大
執行役員 ............................................................... 宇田川　茂
執行役員 ............................................................... 飯野　　隆
執行役員 ............................................................... 佐藤　悟郎
執行役員 ............................................................... 大川　行則

（平成16年6月25日現在）

役員のご紹介
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カスタマーリレーションセンター

お

客

さ

ま

営 業 推 進

営 業 企 画

市 場 営 業

市 場 管 理

国 際 業 務

カスタマーサービス

シ ス テ ム

審 査 第 一

審 査 第 二

融 資 管 理

与 信 査 定

統合リスク管理

eビジネス企画

企 画 管 理

コンプライアンス

企 画

財 務

総 務

キャスティング

営 業 本 部

市 場 金 融 部

品質マネジメント部

審 査 部

審 査 Ｇ

融資管理G

経 営 企 画 部

本部組織図 （平成16年4月27日現在）

株 主 総 会

株 主 さ ま

取 締 役 会

経 営 会 議

執 行 会 議

内 部 監 査 部

委 員 会

監 査 役 　 監 査 役 会

委員会組織

（事務局）企画管理

（事務局）カスタマーサービス

（事務局）システム

統合リスク管理委員会

（事務局）カスタマーサービス

（事務局）企画

（事務局）カスタマーサービス

（事務局）コンプライアンス

（事務局）企画・総務・システム

（事務局）統合リスク管理

危 機 管 理 委 員 会

コンプライアンス委員会

業 務 改 善 委 員 会

コンシェルジュ・コミッティ

アドバイザリー・コミッティ

信 用 リ ス ク 委 員 会

事 務 リ ス ク 委 員 会

システムリスク委員会
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コンプライアンスの基本方針
法令等の社会的規範を遵守することは企業市民として当
然のことですが、公共的使命と社会的責任を負っている銀
行では、コンプライアンスの重要性は一般企業以上に高いも
のが必要であるといえます。さらに、金融ビッグバンに代表
される自由化、グローバル化の流れがますます加速するな
かで、銀行に対する経営の自己責任原則の徹底と、透明性
の確保が強く求められています。
当社では、コンプライアンスを経営の重要課題のひとつと
して位置付け、社内規程として「倫理規範」、「行動基準」、
「コンプライアンス規程」を制定するとともに、業務に際し
役職員が遵守すべき法令等をケーススタディでわかりやす
く解説したマニュアル「ビジネス・ガイドライン」を全役職員
（パートタイマー、子会社等の社員を含む）に配布しています。
このほか、毎月、全社員に対しコンプライアンス・メールマガ
ジンを配信するなど、新たな手法を取り入れた積極的な
環境整備、啓蒙活動も行っています。

コンプライアンス態勢
コンプライアンス態勢の構築に向けた環境整備について

は、コンプライアンス委員会においてコンプライアンス・プロ
グラムを策定し、そのプログラムに基づき、全役職員（パート
タイマー、子会社等の社員を含む）に対する部店内および
集合研修を実施しています。また、コンプライアンス・チェック
により定期的な見直しを実施するなど、さまざまな角度から
取り組んでいます。
また、平成15年4月からは、企業不祥事防止のため「コン

プライアンス・ヘルプライン」を設置し、コンプライアンス態勢
の強化を図りました。制度としては、社外／社内ヘルプライ
ン、スピーク・アップ・プログラム（専用書式による通報制度）
を導入し、社員が直接弁護士に相談、通報できるなど、利用
者保護を明確にしています。同8月にはコンプライアンス・ヘ
ルプラインに加えて、社内の相談窓口として「ハラスメント・
ヘルプライン」を設置しました。さらに、経営企画部「コンプラ
イアンス」を同12月に新設し、コンプライアンス態勢の一元化
を図りました。
今後はコンプライアンス態勢の定着・高度化に向けた活動
を継続的に行っていきます。

コンプライアンス

リスク管理に対する基本的な考え方
金融自由化の進展や、金融技術の革新、新規業務への
参入など、銀行を取り巻く環境変化により、銀行が直面して
いるリスクは多様化、複雑化しています。
すべての銀行業務に内在するリスクを正確に把握し、適
切な管理体制を確立することが不可欠と認識し、経営の最
重要課題として、経営陣の積極的な関与のもと、リスク管理
の高度化に努めています。

統合リスク管理〔統合リスク管理委員会〕
銀行業務の運営においては、信用リスク、市場関連リスク、
流動性リスク、事務リスク、システムリスクなど、さまざまなリ
スクが存在しています。経営企画部内に設置されている
「統合リスク管理」では、それぞれのリスクを個々に管理する
だけでなく、計量化可能なリスクを統合的に把握したうえで、
リスクとリターンのバランスを勘案し、自己資本の範囲内で
適切に経営資源の配分を行う統合的なリスク管理の実現を
目指しています。

市場リスク管理〔統合リスク管理委員会〕
市場リスクとは、金利、有価証券等の価格および為替等
の市場リスク要因の変動により、保有する資産の価値が変
動し、金融機関が損失を被るリスクをいいます。市場リスク
が経営に与える影響を十分に認識し、統合リスク管理体制
における配賦資本によるリスクリミットの導入等、適切な市場
リスク管理体制の構築に努めています。

流動性リスク管理〔統合リスク管理委員会〕
流動性リスクとは、金融機関の信用悪化等により、必要な
資金が確保できなくなり資金繰りがつかなくなる場合や、資
金の確保において通常よりも著しく不利な条件での資金調
達を余儀なくされることにより、金融機関が損失を被るリスク
をいいます。
ペイオフ完全実施もふまえ、安定した資金繰りと高い流動
性の確保が経営の重要課題であることや、流動性リスクが
顕在化した場合において迅速に対応することの必要性を十
分に認識し、よりリアルタイムな状況の把握および報告体制
等、適切な流動性リスク管理体制の構築に努めています。
当社の調達は預金が大半を占め、市場からの調達は限
定的であり、資金繰りは安定しています。しかし、不測の事

リスク管理体制
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態に備えるため、市場流動性の高い有価証券の保有や、保
有有価証券を利用した市場調達の準備および資金調達枠
の設定等、調達手段の多様化に努めています。

信用リスク管理〔信用リスク委員会〕
信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、
貸出資産などの価値が減少ないし消失し、損失を被るリスク
をいいます。
貸出資産の健全性維持・向上を図るため、営業部門と
審査・資産査定部門を分離・独立させ、各部門が互いに牽制
しつつ客観的に評価することでバランスのとれた貸出ポー
トフォリオを構築することを目指しています。
審査部門では、営業および融資を通じて蓄積した各種
データをもとに、お取引先の信用力を当社が設定した基準
により判定する信用格付制度を確立、財務情報などを分析
し、貸出における信用力判定に正確さを期する体制を整え
ています。なかでも、貸出資産の半分以上を占める個人
ローンについては、データベースを有効に活用し、仮説・統
計的分析・検証を繰り返しながら、信用力判定の精度向上を
図っています。資産査定部門においては、貸出債権を主体
とした自己査定が的確に行われているかを査定する体制を
整備し、資産健全性の維持・向上に努めています。これら各
部門の管理体制に加え、信用リスク管理をさらに発展させる
ための人材育成についても重視しています。職務別や階層
別のカリキュラムを組み、法令遵守を基本に実務能力および
融資判断能力のレベルアップ研修を継続的に行っています。

事務リスク管理〔事務リスク委員会〕
事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事
故・不正・事務処理体制の不備等により損害を被るリスクを
いいます。
業務の多様化や取引量の増加に適切に対処し、事務全
般に対するリスクの把握と適切なリスク管理のために事務
リスク管理規程を制定し、銀行業務の健全性の維持と、
事故・不祥事およびそれに係る損失等を未然に防止して
います。
事務リスク管理規程には、事務リスクを回避するために、
リスク発生の可能性・頻度・損失度を勘案したリスク評価、天
災・社会インフラの障害あるいは社内システム障害等の緊急
対応策などが定められています。

システムリスク管理〔システムリスク委員会〕
システムリスクとは、災害等によるシステム停止、情報漏

洩、コンピューターの不正使用、操作ミス、通信回線の障害
などにより、コンピューターシステムの「機密性」、「完全性」、
「可用性」が損なわれることをいいます。
システムリスクを回避するため「システムリスク管理ポリ
シー・スタンダード」を制定し、セキュリティに対する体制の
整備を一元管理することにより、システムの安全対策を充実
させています。
さらに、大規模災害に対する備えとして、アクセスビークル

（移動型ATM車両）3台のほか基幹系システムについては
バックアップセンターを保有し、万一の場合に備えています。
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平成15年度の概況（単体）

当社の活動状況
平成15年度（平成16年3月期）の当社の業績は､個人なら
びに中小企業のお客さまを中心とした営業展開を図り､収益
力の向上と資産の健全化に注力しました結果､次のとおりと
なりました｡

○預　金
預金金利が過去最低水準で推移するなか､個人マーケッ
トへの積極的な取り組みを行いました結果､当期末の個人
預金残高は1兆8,737億円となり､前期末比539億円増加し
ました｡当期末の総預金残高は2兆7,029億円となり､296億
円増加しました｡

○貸出金
個人ならびに中小企業のお客さまを中心に営業推進しま
した結果､当期末の貸出金残高は2兆728億円となり､前期
末比387億円増加しました｡個人ローン残高は1兆3,778億円
となり､782億円増加しました｡この結果､総貸出金に占める
個人ローンの比率は66.4%となり､前期末比2.6%上昇しま
した｡

○有価証券
当期末の有価証券残高は､5,128億円となり､短期国債を

中心に､前期末比841億円増加しました｡

○損　益
個人ローンへの積極的な取り組みによる利ざやの拡大と､
業務の合理化に努めました結果､経常利益は174億円､当期
純利益は87億円となりました｡

○課　題
平成17年4月にペイオフが完全実施されることや､証券
仲介業務･生損保業務の一層の規制緩和が進むことから､
お客さまの資産が預金から他の運用商品へとシフトすること
が予想され､リテール資産運用市場における収益機会の拡
大が今後期待されます｡また､首都圏における住宅販売は､
今年度も増加が予想され､当社の豊富なラインナップを誇る
住宅ローンは安定したニーズが見込まれます｡
このような環境のもと､当社は長期的な視野に立ち､お客
さまとの信頼関係やパートナーシップを築きあげる「コンシェ
ルジュバンク」の企業風土を醸成し､お客さまの〈夢をかたち
に〉する､〈夢に日付を〉いれるお手伝いができるパートナー
となることを目指しています｡

具体的には､当社の強みである「提案力」､「スピード」､
「企画力」を基盤として､アライアンスの拡大･活用により､コ
ンサルティング･相談･仲介などの付加価値の高いサービス
をご提供していきます｡また､インターネットなどを活用した
「ダイレクトバンク」の拡充や､営業拠点の新たな展開により､
お客さまがアクセスしやすい営業体制の構築に努めていき
ます｡
リレーションシップバンキングのアクションプログラムへの

対応としましては､平成15年8月に「リレーションシップバンキ
ングの機能強化計画」を策定しました｡この計画に沿い､中
小企業のお客さまへのファイナンスサービスに加え､起業支
援や経営相談の強化､各種コンサルティングサービスなど､
質の高い総合金融サービスをご提供していきます｡
これらの取り組みに加えて､お客さま一人ひとりへのマー
ケティングの強化､2つのCRM（顧客情報管理システム･自
動審査システム）やバランスト･スコアカードなど､当社の競争
力を生み出す仕組みのレベルアップを図ります｡さらに､業
務効率化の一層の推進による低コストオペレーションの実現
により､収益力の向上と強固な財務体質の確立に努め､企
業価値の向上を追求していきます｡そして､皆さまの人生の
お役に立つ､金融分野全般のサービスをご提供する「コン
シェルジュ」となることを目指します｡
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業務粗利益は、銀行の基本的な業務による利益を表す
もので、貸出金、有価証券、預金などの利息収支を表す
「資金利益」、各種手数料収支を表す「役務取引等利益」、
外国為替や債券などの売買損益を表す「その他業務利益」
により構成されます。当社では、個人ローンの順調な伸
びによる資金利益の増加と、その他業務利益の増加によ
り、前年度比97億円増加の682億円となりました。

業務粗利益の増加および経費削減により、効率性を示
す指標であるOHR（オーバーヘッドレシオ）は、前年度
比9.2％改善の53.4％となりました。

平成15年度業績ハイライト（単体）
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債券損益を控除したものです。業務純益は前年度比138
億円増加の357億円となり、コア業務純益は前年度比60
億円増加の302億円となりました。

業務純益の増加138億円が、不良債権処理額の増加等
による臨時損益の減少50億円を上回り、経常利益は前年
度比88億円増加の174億円となりました。
当期純利益は、経常利益の増加と特別損益の73億円減
少により、前年度比13億円増加の87億円となりました。
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個人ならびに中小企業のお客さまを中心に営業推進い
たしました結果、当期末の貸出金残高は前期末比387億
円増加の2兆728億円となりました。また国内貸出金利回
りは前年度比0.06％上昇し、3.17％となりました。

個人ローンは前期末比1,094億円純増しましたが、住宅
ローン債権を312億円売却したため、前期末比782億円の
増加となりました。総貸出金に占める個人ローンの比率
は前期末比2.6％上昇し66.4％となりました。

預貸金利ざやは、貸出金利回りから預金利回りと経費
率を控除したものです。総資金利ざやは、運用全体、調
達全体の利回りの差を表すものです。国内預貸金利ざや
については、個人ローンを中心に利ざやの厚いリテール
向け貸出を推進した結果、前年度比0.11％上昇し、1.77％
となりました。
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8,737億円となりました。当期末の総預金残高は296億円
増加の2兆7,029億円となりました。
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自己資本額（基本的項目 : Tier I） × 100　　  
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1,500
（%） 

900

1,200

600

300

50.00

40.00

30.00

0

20.00

10.00

0.00

1,385

1,145 1,152

384

536 498

Tier I と繰延税金資産の状況 

27.7

46.8
43.2 1,286

374

29.1

（億円） 

13年3月期 14年3月期 15年3月期 16年3月期 

Tier I 繰延税金資産 繰延税金資産/Tier I

銀行が保有する各種資産（貸出金、有価証券等）には、
損失が発生するリスクがあります。このようなリスクが
顕在化した場合、その処理に使用できる資金が自己資本
であり、株主からの出資金、法律で定められた準備金、
過去の利益の蓄積である剰余金などから構成されていま
す。損失が発生するリスクのある資産をリスクアセット、
それに対する自己資本の額を自己資本比率といい、銀行
の健全性を表す指標として活用されています。

Tier I に対する繰延税金資産の比率は、「Tier I の増加」
と「繰延税金資産の減少」により、29.1％と前期末比
14.1％改善しました。
繰延税金資産とは、過去に支払った税金が将来戻って
くると見込み計上するものです。

本ディスクロージャー誌の表示金額は単位未満を切り捨てて表示しています。

自己資本比率は内部留保の増加等により、9.46％と前
期末比0.96％上昇しました。Tier I 自己資本比率につい
ては8.85％と前期末比0.96％上昇しました。

平成16年3月期の自己資本は、資本金、法定準備金、
利益準備金などの基本項目であるTier I が、93.54％を占
めており、補完的項目であるTier II には一般貸倒引当金
の限度額のみを計上しています。負債性の資本調達およ
び土地の再評価益は計上されていない、健全な資本構成
を維持しています。
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1,000

500

0
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90

自己資本の状況（国内基準） 
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当社は、資産内容に関する積極的な情報開示を行い、
透明性の高い銀行経営に努めています。当社では、貸出
金等の与信関連資産（債権）、債券、株式、その他資産
について、金融庁の「金融検査マニュアル」に沿った、
「自己査定規程」および「償却引当規程」を制定してい
ます。これらの規程に基づき、資産の厳格な自己査定を
実施し、適正な償却・引当を行っています。

不良債権処理の状況

平成15年度不良債権の最終処理を進めた結果、実質与
信費用は前年度比28億円増加の134億円となりました。
貸出金平均残高に対する実質与信費用の比率は、前年
度比0.13％上昇し、0.66％となりました。

資産の自己査定について

自己査定とは、資産の健全性を確保し、適正な償却・
引当を行うための作業です。債務者の実態的な財務内容、
資金繰り、収益力等により、その返済能力を検討し、債
務者を「正常先」、「要注意先」、「破綻懸念先」、「実質破
綻先」および「破綻先」の5つに区分しています。また、
銀行グループ全体のリスク管理を強化する観点から、連
結対象会社においても、原則として銀行本体と同様に自
己査定を実施しています。
また、自己査定に基づいて5つに区分した債務者区分
ごとに、償却・引当基準を定めています。

金融再生法に基づく開示債権

平成16年3月末における、当社の金融再生法の開示基準
による単体ベースの開示債権残高は、前期末比322億円減
少し1,427億円となりました。内訳は破産・更生債権およ
びこれらに準ずる債権が268億円、危険債権が616億円、要
管理債権が542億円となっています。なお、総与信額に対
する開示債権比率は、前期末比1.70％改善し、6.82％とな
りました。

リスク管理債権の状況

銀行法に基づくリスク管理債権については、貸出金を
対象として「破綻先債権」、「延滞債権」、「3か月以上延滞
債権」、「貸出条件緩和債権」の4つに区分し、開示してい
ます。
単体ベースのリスク管理債権は総額で1,419億円となりま
した。破綻先債権および延滞債権の合計は877億円となり
ました。この金額は、貸出先からの返済や担保の処分など
による回収見込額および個別貸倒引当金の引当額等を控
除する前の金額ですので、このすべてが当社の損失とな
るわけではありません。3か月以上延滞債権は、13億円と
なりました。貸出条件緩和債権は、528億円となりました。

不良債権への対応
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自己査定・金融再生法開示債権・ リスク管理債権の債権額等

破綻先  45億円 

実質破綻先 223億円 

破綻懸念先 616億円 

　　 要管理先 776億円 

 1,465億円

正常先 17,779億円

合計 20,906億円 

破綻先債権 41億円

延滞債権 835億円

3か月以上延滞債権 13億円

貸出条件緩和債権 528億円

合計 1,419億円

自己査定における債務者区分
対象：貸出金等与信関連債権

金融再生法に基づく開示債権
対象：要管理債権は貸出金のみ、その他は貸出金等与信関連債権

リスク管理債権 
対象：貸出金

破産・更生債権
および
これらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

小計

正常債権 19,479億円

合計 20,906億円

 268億円

 616億円

 542億円

 1,427億円
要管理先以外の
要注意先

担保・保証 引当額 保全率

※貸出金等与信関連債権：貸出金・支払承諾・外国為替・貸付有価証券・貸出金に準ずる仮払金・貸出金未収利息

金融再生法に基づく開示債権1,427億円 リスク管理債権1,419億円

76.09％ 6.84％ 76.19％

総与信合計に占める比率 総貸出金に占める比率 保全率

要
注
意
先

227億円 41億円 100％

356億円 167億円 84.94％

169億円 124億円 54.18％

　753億円 332億円 76.09％

（平成16年3月31日現在）

6.82％

保全率

自己査定における債務者区分

自己査定における償却および引当の概要

破綻先 法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者。

実質破綻先 法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、深刻な経営難の状態にあり、再建の見通しがない状況に
あると認められるなど実質的に経営破綻に陥っている債務者。

破綻懸念先 現状、経営破綻の状況にはないが、経営難の状態にあり、経営改善計画などの進捗状況が芳しくなく、今後、経営
破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者。

要注意先 金利減免・棚上げを行っているなど貸出条件に問題のある債務者、元本返済もしくは利息支払いが事実上延滞して
いるなど履行状況に問題がある債務者のほか、業況が低調ないしは不安定な債務者または財務内容に問題がある債
務者など今後の管理に注意を要する債務者。

うち要管理先 要注意先のうち、3か月以上延滞または貸出条件を緩和している債務者（債権の全部または一部が金融再生法に定
める要管理債権である債務者）。

うち要管理先以外 要注意先のうち、要管理先以外の債務者。

正常先 業績が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者。

破綻先・実質破綻先 債権金額から、担保および保証による回収見込額を控除した残額を個別債権ごとに償却するか、個別貸倒引当金を
計上しています。

破綻懸念先 債権金額から、担保および保証による回収見込額を控除した残額を、過去の一定期間における毀損率等を勘案して、
必要と認められる金額を個別貸倒引当金に計上しています。

要注意先 平均残存期間を勘案して算出された適正な貸倒実績率に、将来見込み等必要な修正を加えた予想損失率に基づき、
（要管理先・要管理先 要管理先については今後3年間、要管理先以外の要注意先については今後1年間の予想損失額を一般貸倒引当金とし
以外の要注意先） て計上しています。

正常先 平均残存期間を勘案して算出された適正な貸倒実績率に、将来見込み等必要な修正を加えた予想損失率に基づき、
今後1年間の予想損失額を一般貸倒引当金として計上しています。
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預金業務

多様化、高度化するお客さまの預金ニーズにお応えす
るため、魅力的な商品開発および当社へのアクセス方法
などの充実を図っています。電話、インターネット、モ
バイルにより、お客さまが時間や場所に関係なくお取り
引きしていただけるダイレクトチャネルを拡充している
ほか、全国の郵便局やコンビニATMのイーネットに、ア
イワイバンク銀行のATM網も加わり、静岡県・神奈川県
といった当社の主要エリア以外のお客さまからも数多く
ご利用いただいています。商品面では、各種預金商品に
加え、オンライン専業支店（23ページ）において、「ジャ
ンボ宝くじ付き定期預金」、「ジャンボ宝くじ付き外貨定
期預金」など、オリジナリティ溢れる商品をご提供して
います。

融資業務

お客さまのゆとりある生活設計をお手伝いするため
に、ライフステージに合わせた各種無担保ローン、ガン
保障特約付きや女性向け等の各種住宅ローンに加え、資
産活用型ローンといった担保付きローンなど、さまざま
なご要望に応じる魅力的な商品をご提供しています。当
社ではローンのご相談・お申し込みを専門にお受けする
ハウジングローンセンターを16か所に設置しているほ
か、事業相談館「ビジネスバンク」では、地元中小企業
や個人事業主の方々の運転資金・設備資金などの事業資
金のご融資にも積極的に取り組み、業務の充実と利便性
の向上に努めています。

また、オンライン専業支店におきましても「ダイレクト
エースカード」など多様な資金ニーズにお応えするローン
商品をご提供しています。

ダイレクトバンキング

当社ではご来店いただかなくても、電話、インターネッ
ト、モバイルなどによるダイレクトチャネルで店頭と同
様のサービスをご提供しています。「テレフォンバンキン
グ」は、「ISO 9001」認証取得の「アクセスセンター」の
専門オペレーターが、窓口と同様のお取り引きを行いま
す。また、各種預金やローン、年金、外国為替、投資信託
など、銀行で取り扱うすべての商品・サービスのお問い
合わせ・ご相談にもお応えしています。
インターネット／モバイルバンキングは、最新のセキュ
リティ技術を採用し、お振り込みや残高照会など、24時
間365日いつでも安心・便利にご利用いただけるうえ、
振込手数料などを窓口での取り扱いより優遇していま
す。また、法人・個人事業主向けのインターネットバンキ
ングサービス「ビジネスバンキング」もご利用いただいて
います。

国際業務

国際化、多様化するお客さまのニーズに幅広くお応え
するため、貿易関連業務（信用状の発行等）、外国通貨の
両替、旅行小切手の売買、世界最大の即時送金サービス
「ウエスタンユニオン国際送金サービス」など外国送金、
インパクトローン、外貨預金を取り扱いしています。

業務・サービス

JQA-QM4469
アクセスセンター

アクセスセンター
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また、海外情勢・外国為替相場などの情報提供サービ
スのほか、海外向けシンジケートローン業務、海外証券
投資業務、各種保証業務等、国際金融業務・国際投融資
業務も行っています。

資金・証券業務

総合金融サービスの提供を目指し、資金・証券業務の
拡充に積極的に取り組んでいます。公共債の窓口販売、
内外資金の運用・調達、外国為替取引等、各部門の情報
が一元化された体制により、お客さまの金融ニーズの多
様化、高度化にお応えすべく、充実したサービスをご提
供するよう努めています。

確定拠出年金業務

現行の公的年金・企業年金を補うため、新しい年金制度
のひとつとして導入された確定拠出年金に関する、お客さ
まの多様なニーズにお応えするため、専門スタッフによる
制度導入検討から実施までのコンサルティング、専用の
コールセンターによる制度説明や運営管理機関としての
運用商品の情報提供を行っています。さらに、当社のイン
ターネットホームページでは専用サイトを開設し、最新
情報やシミュレーションサービスなどをご提供しています。

信託業務

信託業務は、銀行本体および信託代理店により、幅広
く取り扱いしています。お客さまの大切な財産の管理や、
運用に関するご相談にお応えします。

銀行本体で取り扱いする商品としましては、土地の有
効活用を目的とする土地信託、公益活動および福祉を目
的とする公益信託、相続税法による特別障害者の方の生
活の安定を目的とする特定贈与信託があります。
信託代理店として取り扱いする信託商品としましては、
従業員福祉のための年金信託、長期資金調達の一手法と
して動産設備信託、特定金銭信託・特定金外信託などが
あります。

投資信託業務

投資信託は、「高い収益が期待できる」かわりに「元
本が目減りする」危険性をもっているなど、その商品の
性格は従来銀行が取り扱ってきた預金とはさまざまな点
で異なっています。そのため、取扱店舗やコールセン
ターには専門のスタッフを配し、皆さまからのご相談に
応じています。お客さまのさまざまな資産運用ニーズに
お応えすべく、平成16年3月31日現在、日本株式に投資
するファンドが9銘柄、主要海外株式市場・米国株・欧州
株・アジア株に投資するファンドがそれぞれ一つずつ計4
銘柄、日本の債券等に投資するファンドが6銘柄、海外
の債券等に投資するファンドが5銘柄（うち3銘柄は毎月
分配型）、世界の株式・債券に投資するファンドが4銘柄、
リスク限定型ファンドが1銘柄と合計29銘柄を取り揃え
ています。また、これらの銘柄とは別に、ドリームダイ
レクト支店の専用銘柄を10銘柄ご用意しています。
なお、投資信託の窓口販売業務を行っている取扱店舗
は、ドリームダイレクト支店を含め103か店（うち20か店
は公社債型投資信託5銘柄のみ）となっています。
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保険業務

当社は、生命保険・損害保険募集代理店として個人年
金保険、火災保険、海外旅行傷害保険を取り扱いしてい
ます。
個人年金保険は、ご契約者が払い込まれた保険料を、
引受保険会社が一定期間運用し、その運用結果（＝年金
原資）を年金として受け取ることができる保険商品です。
公的年金や社会保障制度が縮小傾向となるなかで、豊か
な老後生活への備えとして近年注目されている商品です。
当社では、受け取る年金額があらかじめ確定している

「定額年金保険」、特別勘定で運用し、運用成績によって
受取年金額が変わる「投資型年金保険（変額年金保険）」、
保険期間中の万一のケガによる死亡・重度後遺障害につ
いても補償される「年金払積立傷害保険」の3タイプの個
人年金保険を取り扱いしています。
火災保険は、株式会社損害保険ジャパンを引受保険会
社とする「ハウスオーナーズフィット」を取り扱いして
います。当社の住宅ローンをご利用いただいているお客

さま向けに、建物の補償に加え、家財の補償や地震保険
など、充実した補償内容をご提案しています。
海外旅行傷害保険については、当社のホームページに
て「新・海外旅行保険 インターネット契約サービス」
（引受保険会社 株式会社損害保険ジャパン）を受け付け
しています。

業務・サービス

ペイオフについて
当社は預金保険制度に加盟している

金融機関です。お客さまの預金には自
動的に保険がかかり、万一破綻しても、
預金保険制度によって保護されます。
当座預金、普通預金、別段預金につ

きましては、平成17年3月まで全額保護
が続きます。平成17年4月以降は、決済
用預金（無利息、要求払い、決済サー
ビスを提供できること、という3条件を
満たす預金）に該当するものは全額保
護され、決済用預金以外の預金につき
ましては、預金者一人当たり、一金融
機関毎に元本1,000万円までとその利息
等が保護されます。1,000万円を超える
部分につきましては、破綻時の財産状
況に応じて支払われますので、一部
カットされることがあります。
定期預金等につきましては、預金者一人当たり、一金融機関毎に元本1,000万円までとその利息等が保護され、

1,000万円を超える部分につきましては、破綻時の財産状況に応じて支払われ、一部カットされることがあります。

平成１７年３月まで 平成１７年４月から

預金保険
の

対象預金

当座預金

普通預金

別段預金

全額保護

定期預金・
定期積金

貯蓄預金・
通知預金
など

１預金者当たり合計元本1,000万円までと
その利息※2を保護

 残る部分は破綻金融機関の財産状況によって支払い
（一部カットされることがあります）

預金保険の対象外商品
・外貨預金
・譲渡性預金など

預金保険の対象外
破綻金融機関の財産状況に応じて支払い
（一部カットされることがあります）

利息のつかない等の条件を
満たす預金※1は全額保護

※1 決済用預金（「無利息、要求払い、決済サービスを提供できること」という3条件を満たす預金）
※2 定期積金の給付補てん金、金銭信託における収益の分配等も利息と同様保護されます。
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オンライン専業支店

当社ならではのユニークな商品ラインナップで展開するオンライン専業支店は、お客さまがインターネットやモバイルと
いったダイレクトチャネルを活用することにより、時間と場所を問わずにアクセスすることができます。またさまざまな異
業種との業務提携（アライアンス）により、お客さまに魅力ある各種商品・サービスをご提供しています。
インターネットでは24時間365日受け付けしています。（システムメンテナンス作業のため、一部ご利用いただけない時間帯があります。）

億万長者が何人も誕生している「ジャンボ
宝くじ付き定期預金（個人・法人）」をはじ
め、宝くじがもらえる外貨定期預金や投資
信託といった資産運用商品をラインナップ。
また「マイホームクラブ」では住宅ローン
でも残高に応じて宝くじがもらえる「宝く
じ付き住宅ローン」を取り扱いしています。

ドリームダイレクト支店
http://www.surugabank.co.jp/dream/（24時間／365日）
フリーダイヤル／0120-86-1689
電話受付時間 9:00～19:00（月～金曜日）
（祝日を除く） 9:00～17:00（土曜日）

日本初のオンライン専業支店

全国から非対面で契約できる「ダイレクト
エース」、「クレジットワン」といった個人
向けローン商品を取り扱いしています。「ガ
リバークラブ」では「ガリバークラブJCBカー
ド」年会費永久無料などの特典があり、車の
購入資金や複数ローンおまとめのご相談に
応じています。

ダイレクトワン支店
http://www.surugabank.co.jp/directone/（24時間／365日）
フリーダイヤル／0120-60-1616
電話受付時間 10:00～20:00（月～金曜日）

10:00～17:00（土･日･祝日）

ローン中心のダイレクトバンキング

「イービジネスダイレクトローンカード」、「FC
ローン」、「スタートアップローン」、「NetRICOH
ビジネスカードローン」、「クレジットオール
インワン・プレミアム」のほか、「CLUB USEN」
ではusen会員向け金融サービスをご提供し
ています。

イービジネスダイレクト支店
http://www.surugabank.co.jp/ebusinessdirect/（24時間／365日）
フリーダイヤル／0120-185-285
電話受付時間 10:00～20:00（月～金曜日）
（祝日を除く）

付加価値の高いビジネスローンサービスを提供

口座開設から1年間ATM引出手数料無料、
「So-netカード（JCB）」入会による特典や、
「ジャンボ宝くじ付き定期預金」、「スペシャ
ルギフト付き定期預金」、「ホームローン
レディース」、「スーパーホームローンレ
ディース」などを取り扱いしています。

ソネット支店
http://www.surugabank.co.jp/so-net/（24時間／365日）
フリーダイヤル／0120-50-2189
電話受付時間 9:00～19:00（月～金曜日）
（祝日を除く） 9:00～17:00（土曜日）

女性向けのバンキングサイト

普通預金の金利優遇だけでなく、エンジニ
アとしての経歴を重視した「ITホームロー
ン」、本人のスキルアップ・資格取得を支援
する「ITサポートローン」を中心に、ITエ
ンジニア向けのローン商品などを取り扱い
しています。

エスイーバンク支店
http://www.surugabank.co.jp/sebank/（24時間／365日）
フリーダイヤル／0120-727-828
電話受付時間 9:00～19:00（月～金曜日）
（祝日を除く） 9:00～17:00（土曜日）

SE（システムエンジニア）専用の支店

「キャッシュカード」、「マイレージカード」、
「電子マネー」の3機能を一体化した世界初
のANAマイレージクラブ「Financial Pass」
カードをはじめ、「マイル付き住宅ローン」
や「スペシャルギフト（マイル）付き定期
預金」などの銀行取引でより多くのマイル
を貯めることができます。

ANA支店
http://www.surugabank.co.jp/ana/（24時間/365日）
フリーダイヤル／0120-029-589（海外から055-98-02988）
電話受付時間 9:30～17:00（月～金曜日）
（祝日を除く）

銀行取引でマイレージがたまる全く新しいマイレージ＆バンキングスタイル

「預金の金利2倍」、「クレジットカードのポ
イント2倍」、「ATM引出手数料無料」などの
特典や、オンライン証券「イー・トレード証
券」との無料決済サービスなどを取り扱い
しています。Yahoo！JAPANのオフィシャル
バンクに認定されています。

ソフトバンク支店
http://www.surugabank.co.jp/softbank/（24時間／365日）
フリーダイヤル／0120-708-807
電話受付時間 9:00～19:00（月～金曜日）
（祝日を除く） 9:00～17:00（土曜日）

インターネットを活用した先進の金融サービスを提供

「ソフマップ・バンククラブ」では「ソフマップ・バンクカード」など
のデジタルライフをサポートするサービスをご提供しています。
「アクサダイレクトプラザ」では運転免許証がゴールドのお客さまへの
金利優遇などの特典をご用意しています。

ネットバンク支店
http://www.surugabank.co.jp/sofmap/（24時間／365日）
フリーダイヤル／0120-89-5189
電話受付時間 9:00～17:00（月～金曜日）
（祝日を除く）
http://www.surugabank.co.jp/axa-direct/（24時間／365日）
フリーダイヤル／0120-788-017
電話受付時間 9:00～19:00（月～金曜日）
（祝日を除く） 9:00～17:00（土曜日）

B to B、B to C のニーズにお応えする

（平成16年6月25日現在）
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●「ジャンボ宝くじ付き定期預金」で3人目の億万
長者誕生！！
当社のオンライン専業支

店「ドリームダイレクト支
店」および「ソネット支店」
にて取り扱いしています
「ジャンボ宝くじ付き定期預
金」をご契約されたお客さ
まのなかから、高額当せん2
等1億円の当せん者が誕生し
ました（平成15年6月17日第
457回「ドリームジャンボ宝
くじ」当せん結果より）。
すでに、平成14年の第440

回「ドリームジャンボ宝く
じ」では1等2億円と1等前後賞各5千万円、第449回「年
末ジャンボ宝くじ」では2等1億円の当せん者が誕生して
いる実績があり、今回の当せんで3人目の億万長者が誕
生したことになります。この商品は、お預入金額によっ
て、ジャンボ宝くじを自宅にお届けする期間3年の変動
金利型定期預金です。

●「スルガATM宝くじサービス」のロト6でも億万
長者が誕生！！

当社のATMで数字選択式宝くじ「ロト6
（シックス）」をご購入されたお客さまのな
かから、高額当せん1等（当せん金額：103，
964，400円）の当せん者が誕生しました。

（平成15年5月29日第137回「ロト6」当せん結果より）
「スルガATM宝くじサービス」は、当社のATMで《ロト
6》、《ミ二ロト》、《ナンバーズ》が簡単にご購入いただ
け、“当せん”された場合には、当せん金をお客さまの預
金口座に自動振込しますので、当せん番号の照合や当せ
ん金の受け取り漏れの心配もありません。
※設置場所や機種により、ご購入いただけないATMもございます。

●「定期借地権付き住宅専用住宅ローン」の取り
扱いを開始
7月10日より、定期借地権という、新しい住宅環境へ

の価値観を求めるお客さまのニーズにお応えする「定期
借地権付き住宅専用住宅ローン」の取り扱いを開始しま
した。

●「メイク・ア・ウィッシュ オブ ジャパン」への
インターネットバンキングによる募金受付を開始
8月25日より、難病と

たたかっている子どもた
ち（3歳から18歳未満）
の夢をかなえ、生きる力
や病気と闘う勇気を持っ
てもらいたいと願って設
立された、非営利のボラ
ンティア団体「メイク・
ア・ウィッシュオブジャ
パン」への募金を、イン
ターネットバンキングで行うサービスを開始しました。
当社のインターネットバンキングを利用するお客さま

が、登録している代表口座から同団体への募金を振込手
数料無料で行うことを可能としたものであり、社会貢献
活動の一環として実施したものです。

●リレーションシップバンキングの機能強化計画
を策定
8月29日に、平成15年度から16年度までの2年間を集中

改善期間とする「リレーションシップバンキングの機能
強化計画」を策定しました。
当社の長期経営ビジョン「Aim15」に沿い、主たる営

業エリアである静岡県および神奈川県を中心とした中小
企業のお客さまに対し、ファイナンスサービスに加え、
起業支援や経営相談の強化、各種ビジネスマッチング等
のコンサルティングサービスなど、質の高い総合金融
サービスをご提供していくものです。

●「静岡南支店」リニューアルオープン
9月8日に、静岡駅南

口支店を新築移転し、
「静岡南支店」として
リニューアルオープン
しました。併せて、住
宅ローンをご相談いた
だける「静岡ハウジン
グローンセンター」も同店舗内にオープンしました。

トピックス



25

●老舗旅館「落合楼」の事業再生ファンドを組成
9月29日に、日本政

策投資銀行と共同で
「落合楼事業再生ファ
ンド」を組成しました。
同ファンドは、伊豆天
城湯ヶ島温泉の老舗旅
館、落合楼（静岡県天
城湯ヶ島町）の再建支援を目的として組成したものです。
落合楼は、平成14年5月29日に民事再生法を申請しま

したが、（株）オリオンに営業譲渡するスキームで事業
再生を図っています。地域に根ざした伝統ある旅館であ
り、地域経済に与える影響も大きいことから、再生支援
を行う意義が高いものと判断しました。

●「住公証券化対象長期固定金利型住宅ローン」の
取り扱いを開始
10月1日より、住宅金融公庫証券化支援事業（買取型）
の対象となる「住公証券化対象長期固定金利型住宅ロー
ン」の取り扱いを開始しました。

●高度先進医療「陽子線治療」を対象とした融資
制度　＜静岡がんセンター高度先進医療＞プラン
を商品化
10月15日に、富士山麓先端健康産業集積構想（ファル

マバレー構想）推進の立場から、
自己負担を伴う高度先進医療を
対象とする無担保融資制度を日
本ではじめて商品化しました。
このクレジットサービス＜静

岡がんセンター高度先進医療＞
プランは、がんと診断され、陽

子線治療（がん細胞のみを狙い打ちする治療方法）など
の高度先進医療を受ける患者さまを対象に、資金面での
不安を解消し、最先端のがん治療に専念していただくこ
とを目的として、公的医療機関との連携のもとで融資を
行う無担保・スピード審査の融資制度です。

●「Webビジネスコンシェルジュ」サービスを開始
12月1日より、インター
ネット上で法人ビジネ
スを支援する「Webビジ
ネスコンシェルジュ」
サービスを開始しま
した。
このサービスでは、

法人向けインターネットバンキング「ビジネスバンキン
グ」等をご契約されている事業者さまを対象とし、産業
別の最新ニュース、経営・IT関連情報、金融関連情報、
地域経済情報、海外貿易情報など質の高い情報をスピー
ディに入手することができます。また、コンテンツの一
つ「ビジネスマッチング」では、「企業のPR」、「新商品
の紹介」、「販売先の開拓」等の情報をご登録していただ
くことにより、全国の地方銀行サイト会員にお客さまの
情報を発信、最適なビジネスパートナーとのマッチング
にお役立ていただけます。

●≪ポーター賞≫銀行界初の受賞
12月4日に、日本企

業の競争力を向上させ
ることを目的に創設さ
れた、独自戦略を評価
する「ポーター賞」を、
国内の銀行として初め
て受賞しました。ポー

ター賞は、競争戦略論の世界的な第一人者であるハー
バード大学のマイケル・E・ポーター教授がアドバイ
ザーとなり、一橋大学大学院国際企業戦略研究科が創設
して運営を行っています。
当社は、「邦銀の平均水準を上回る収益性を維持してい

ること」、「他社にない新商品や新サービスを継続的に開
発し、独自の顧客価値を提供していること」、「大企業市
場を明確にトレードオフし、個人市場に特化した戦略を
一貫してとり続けていること」などが評価されて受賞し
ました。

静岡県立 静岡がんセンター
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●マルチペイメントネットワークサービス
「Pay-easy（ペイジー）」を開始

1月19日より、インターネット／
モバイルバンキングおよびビジネ
スバンキングを利用して税金・
各種料金などの払い込みができ
る、マルチペイメントネットワーク
サービス「Pay-easy（ペイジー）」
を開始しました。

銀行窓口の営業時間外でも、パソコン、携帯電話から
インターネット経由で税金などの払い込みができますので、
とても便利です。

●“手のひら静脈認証”専用預金の販売開始を発表
1月13日に、金融商品としては世界初となる「手のひ

ら静脈認証」を利用した普通預金『バイオセキュリティ
預金』の販売開始を発表しました（平成16年7月2日に販
売開始、同7月21日より取扱65店舗に拡充）。
手のひらの静脈パターンは体内情報のため、偽造が難

しいとされ、本人認証率も極めて高い（99.9％）と言われ
ています。印鑑偽造などの「なりすまし」による不正引
出が社会問題化しているなか、お客さまからの預金者本
人の確認を強化して欲しいとの要望が根強いことから、
あえて利便性を限定した「本人以外は絶対に引き出せな
い」という、究極の安全性を追求した商品となります。

●“ANA”と業務提携し新サービス開始を発表
3月16日に、ANA（全日本空輸株式会社）と当社は両

社のお客さまに対する付加価値を高めることを目的とす
る業務提携の合意を発表しました。インターネット上に
「スルガ銀行ANA支店」を開設（平成16年4月1日）し、
①銀行キャッシュカード機能、②ANAマイレージクラブ

のマイル機能、③「Edy」の電子マネー機能といった3つ
の機能を1枚のカードに一体化（世界初）した、ANAマ
イレージクラブ「Financial Pass（フィナンシャルパス）」
カードを発行します（平成16年5月19日より申込受付開
始、発行手数料無料）。
ANA支店に口座を開設されたお客さまは、ANA グルー
プおよび提携各社のご利用で貯めたマイルを各種特典に
交換できるマイル機能に加えて、同支店限定で提供する
日本初の「マイル付き住宅ローン」や「スペシャル（マ
イル）ギフト付き定期預金」をご利用いただくことで、
より多くのマイルをお貯めいただくことができます。

●ビジネスセミナーを開催
3月17日に、株式会社グローバル経営研究所の代表取

締役であり、NPO法人全国社外取締役ネットワークの代
表理事でもある田村達也氏（当社 社外取締役）を講師に
「企業再生と社外取締役の役割」と題した無料セミナー
を開催しました。企業再生と社外取締役の重要性につい
て、幅広い見識から分かり易く解説され、企業経営者の
皆さまをはじめ数多くの方々が参加されました。

トピックス
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リレーションシップバンキング

当社は、中小企業金融再生ならびに地域活性化に貢献
するため、中小企業や個人事業主のお客さまに対する起
業支援、経営相談、事業再生などの取り組みを積極的に
行うとともに、健全性確保と収益性向上を図るべく資産
査定や信用リスク管理の高度化に努めています。そして、
質の高い総合金融サービスをご提供し、地域金融機関と
しての社会的使命と役割を担い続けたいと考えています。

1. 地域のお客さまとの取引

（1）貸出業務の状況

（2）預金業務の状況
総預金のうち94.23％が地域の預金で、25,470億円とな
っています。また、預り資産では外貨預金や国債のほか、
投資信託や個人年金保険も順調に増加しています。

◇中小企業のお客さまへの融資
事業相談館「ビジネスバンク」では、地元中小企業や

個人事業主の方々の運転資金・設備資金など事業資金の
ご相談に積極的にお応えしています。加えて、インター
ネットで24時間いつでもご利用できる「ビジネスバン
キング」など、業務の充実と利便性の向上にも積極的に
努めてきました。融資商品としては「ビジネスアップ
OD」、「ビジネスワン」、「スタートアップローン」のほか、
オンライン専
業支店「イー
ビジネスダイ
レクト支店」
でも、各種事
業性ローン商
品をご用意し
ています。

◇個人のお客さまへの貸出業務の状況
個人のお客さまへの貸出金は、住宅ローンをはじめと

する個人ローンが堅調な伸びを示し、13,778億円となり
ました。
総貸出金に占める個人ローン比率は66.4％となってい

ます。

◇個人のお客さま向けローン商品
お客さまのゆとりある生活設計をお手伝いするため

に、ライフステージに合わせた各種無担保ローン、がん
保障特約付きや女性向け等の各種住宅ローンに加え、資
産活用型ローンといった担保付きローンなど、さまざま
なご要望に応じる魅力的な商品をご提供しています。
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（注）地域とは、静岡県、神奈川県であります。地域向けの諸計数は、
所在地が静岡県、神奈川県である営業店の取引であります。
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